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貸 借 対 照 表 

〔2025年３月 31日現在〕 

 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

 

 

 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

  

(単位：百万円)

Ⅰ 90,380

Ⅱ 48,759

41,621

Ⅲ 33,427

8,193

Ⅳ

272

2,504

167

98 3,042

Ⅴ

39

0 39

11,196

Ⅵ

0 0

Ⅶ

2

15

108 126

11,070

△ 148

1,426 1,277

9,793

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 損

減 損 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

受 取 賃 借 料

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

科　　　目 金　　　額

売 上 原 価

売 上 高

そ の 他

〔 
自 2024年４月１日 

〕 至 2025年３月31日 
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株主資本等変動計算書 

 

 

 
 

 

 

 

  

(単位：百万円)

繰　越
利　益
剰余金

当期首残高 18,221 19,211 734 19,945 310 147,078 147,388 185,556

当期変動額

　当期純利益 - 9,793 9,793 9,793

　剰余金の配当 - △ 11,996 △ 11,996 △ 11,996

当期変動額合計 - - - - - △ 2,202 △ 2,202 △ 2,202

当期末残高 18,221 19,211 734 19,945 310 144,875 145,186 183,353

その他有価 評価・換算
証券評価 差 額 等
差 額 金 合　　計

当期首残高 639 639 186,195

当期変動額

　当期純利益 9,793

　剰余金の配当 △ 11,996

　株主資本以外の

　項目の当期変動 △ 129 △ 129 △ 129

　額（純額）

当期変動額合計 △ 129 △ 129 △ 2,331

当期末残高 510 510 183,864

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合　　計資  本

準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他
利益剰余金 利  益

剰余金
合　計

評価・換算差額等

純資産合計

〔 
自 2024年４月１日 

〕 至 2025年３月31日 
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個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

（ａ）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

（ｂ）その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

決算末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し､売却原価は主として移動平均法により算定) 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

主に定額法を採用しております。  

 

② 無形固定資産（リース資産を除く）  

定額法を採用しております。なお､ 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（３年～５年以内）に基づく定額法によっております｡  

 

③ リース資産  

（ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。 

 

（ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとした定額法によっております。 

  

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため､ 一般債権については貸倒実績率により､ 貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に債権の回収可能性を考慮した所要額を計上しております｡  

 

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度における負担分を計

上しております。 
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③ 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度における負担分を計上

しております。 

 

 ④ ポイント引当金 

    顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当事業年度末における将来利用見込額を計上し 

ております。  

 

⑤ 退職給付引当金 

従業員への退職給付に備えるため、退職一時金及び確定給付企業年金について当事業年度末日

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき､ 当事業年度末日において発生していると

認められる額を計上しております｡ 

なお、数理計算上の差異については、翌事業年度に一括費用処理しております。また、過去勤

務費用は、発生時に一括費用処理することとしております。 

 

（４）重要な収益及び費用の計上基準 

製商品販売による収益は、主に製造又は卸売に基づく販売によるものであり、顧客との販売契約等に

基づいて製品又は商品を引き渡す義務を負っております。当社は製品又は商品を引き渡し、顧客が当該

製品又は商品に対する支配を獲得した時点で履行義務が充足されるものと判断し、引き渡し時点で収益

を認識しております。 

なお、履行義務に対する対価は、履行義務充足後、概ね２ヵ月以内に受領しており、重要な金融要素

は含んでおりません。 

 

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

グループ通算制度の適用 

セガサミーホールディングス株式会社を通算親法人としたグループ通算制度を適用しております。 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」の適用 

当社は、「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27号 2022年 10月 28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。 

 法人税等の計上区分に関する改正については、2022 年改正会計基準第 20-３項ただし書きに定める経

過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28号 2022年 10

月 28日）第 65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の

変更による計算書類への影響はありません。 
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３．収益認識に関する注記 

（１）収益の分解 

当社は、遊技機事業を営んでおり、主な財又はサービスの種類は製商品販売となっております。各財

又はサービス別の売上高は次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 遊技機事業 

製商品販売 88,127  

その他 2,253  

合 計 90,380  

 

（２）収益を理解するための基礎となる情報 

契約及び履行義務並びに履行義務の充足時点に関する情報  

「１.  重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（４）重要な収益及び費用の計上基準」に記

載のとおりであります。  

 

（３）当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報  

  ①  契約資産及び契約負債の残高等  

  顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 当事業年度期首残高 

（2024年４月 1 日） 

当事業年度期末残高 

（2025年３月 31 日） 

顧客との契約から生じた債権 5,024  5,988  

契約資産 ―  ―  

契約負債 2,728  794  

貸借対照表において、契約負債は流動負債の「その他」に含まれております。なお、当事業年度に

認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は 2,728 百万円であります。 

 

  ②  残存履行義務に配分した取引価格  

当事業年度末における、未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価額の総額が

794 百万円であり、収益の認識が見込まれる期間は全て１年内であります。 

 

４．表示方法の変更に関する注記 

貸借対照表 

前事業年度まで流動資産の「短期貸付金」に含めて表示しておりました「関係会社短期貸付金」

（前事業年度 3,978百万円）は、当事業年度において、開示の明瞭性を高める観点から、区分掲記して

おります。 

前事業年度まで投資その他の資産の「長期貸付金」に含めて表示しておりました「関係会社長期貸

付金」（前事業年度 3,633 百万円）は、当事業年度において、開示の明瞭性を高める観点から、区分掲

記しております。 
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５．会計上の見積りに関する注記 

原材料の評価 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額   

 

（２）当事業年度の計算書類の計上額の算定方法 

原材料は取得原価で計上しておりますが、将来の原材料の使用見込が在庫を下回った場合、余剰分

を売上原価に計上しております。 

 

（３）当事業年度の計算書類の計上額の算出に用いた主要な仮定 

原材料の使用見込は、翌事業年度以降の遊技機の販売見込台数を基に見積もっております。 

 

（４）翌事業年度の計算書類に与える影響 

同業他社の新製品等の販売時期等のほか、ヒットビジネスであることによる販売の多寡等により、

見積りと実績が乖離した場合、損益に影響を与える可能性があります。 

 

６．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 

    

（２）関係会社に対する金銭債権債務（区分掲記したものを除く） 

 

 

 

 

７．損益計算書に関する注記 

（１）通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性低下による簿価切下げの額 

 

 

（２）関係会社との取引高 

 

 

 

 

  

18,884 百万円 

28,151 百万円 

短期金銭債権 915 百万円 

長期金銭債権 25 百万円 

短期金銭債務 9,589 百万円 

売上原価 696 百万円 

営業取引による取引高   

 売上高 1,088 百万円 

 その他営業取引による取引高 27,135 百万円 

営業取引以外の取引による取引高 2,887 百万円 
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８．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

株式の種類 
当事業年度 

期首株式数 
増加 減少 

当事業年度 

期末株式数 

普通株式 84,658,430 株 － － 84,658,430 株 

 

（２）配当に関する事項 

① 配当金支払額 

 決議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2024年５月 10日 

臨時株主総会 
普通株式 11,996 141円 70銭 

2024年 

３月 31日 

2024年 

５月 29日 

 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2025年５月 12日開催の臨時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提

案する予定であります。 

（ａ）配当金の総額   7,670 百万円 

（ｂ）１株当たりの配当額 90 円 60銭 

（ｃ）基準日 2025年３月 31日 

（ｄ）効力発生日 2025年５月 28日 
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９．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

 未払事業税否認額 29 百万円 

 賞与引当金否認額 281 百万円 

 貸倒引当金繰入超過額 15 百万円 

 棚卸資産評価損否認額 1,158 百万円 

 退職給付引当金否認額 87 百万円 

 役員退職慰労未払金否認額 238 百万円 

 減価償却超過額 175 百万円 

 一括償却資産限度超過額 54 百万円 

 減損損失否認額 37 百万円 

 ゴルフ会員権評価損否認額 38 百万円 

 投資有価証券評価損否認額 14 百万円 

 関係会社株式評価損否認額 1,268 百万円 

 その他有価証券評価差額金 4 百万円 

 その他 444 百万円 

繰延税金資産小計 3,848 百万円 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,906 百万円 

 繰延税金負債との相殺 △452 百万円 

繰延税金資産合計 489 百万円 

    

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △241 百万円 

 その他 △211 百万円 

繰延税金負債小計 △452 百万円 

繰延税金資産との相殺 452 百万円 

繰延税金負債合計 － 百万円 

繰延税金資産（負債）の純額 489 百万円 

 

（２）法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理  

当社はグループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理

及び開示に関する取扱い」（企業会計基準委員会  2021 年８月 12 日  実務対応報告第 42 号）に従っ

て、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行ってお

ります。 
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（３）法人等の税率の変更による繰延税金資産及び負債の金額の修正  

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第 13号）が 2025年３月 31日に国会で成立した

ことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることに

なりました。 

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資

産及び繰延税金負債については、法定実効税率を 30.62％から 31.52％に変更し計算しております。 

この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は９百万

円減少し、法人税等調整額が２百万円増加し、その他有価証券評価差額金が６百万円減少しておりま

す。 

 

10．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、安全性の高い金融資産で資金を運用しております。 

受取手形及び電子記録債権並びに売掛金に係る顧客の信用リスクは、「債権管理規則」に沿った管

理によりリスク低減を図っております。 

投資有価証券は主として株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し

ております。また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等については、（注５）に記載しているため、次表には含めておりま

せん。 

（単位：百万円） 

  
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

①  投資有価証券  1,544 1,544 ― 

②  長期貸付金   3 3 ― 

③  関係会社長期貸付金 6,743   

 貸倒引当金  △1    

  差引  6,742   6,603 △139 

④  関係会社長期預け金  15,000   14,922 △77 

⑤  長期営業債権  44    

 貸倒引当金  △44    

  差引 ― ― ― 

 資産合計 23,290 23,073 △216 

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「短期貸付金」、「関係会社短期

貸付金」、「未収入金」、「関係会社預け金」、「電子記録債務」、「買掛金」、「未払金」、「未払費

用」、「預り金」については、現金及び短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似する

ものであることから、記載を省略しております。 

（注２）投資有価証券の時価について、上場株式については取引所の価格によっております。 
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（注３）長期貸付金・関係会社長期貸付金及び関係会社長期預け金は、割引現在価値法を用いて元利

金の合計額から時価を算定しております。なお、割引率は新規に貸付及び預入を行った場合

に想定される利率を採用しております。 

（注４）関係会社長期貸付金及び長期営業債権は個別に計上している貸倒引当金を控除しておりま

す。 

（注５）市場価格のない株式等 

区 分 貸借対照表計上額 

投資有価証券 181百万円 

関係会社株式 23,838 百万円 

（注６）貸借対照表上に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資につい

ては「投資有価証券」に含めておりません。当該出資の貸借対照表計上額は 54百万円であ

ります。 

 

11．関連当事者との取引に関する注記 

（１）関連当事者との取引 

① 親会社及び法人主要株主等 

 

（注）上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）経営指導料、シェアードサービス料の金額については、グループ会社経営管理のための必要経

費を基準として、合理的な判断に基づき公正かつ適正に決定しております。 

（注２）グループ内資金の調達・運用の一元化と有効活用を目的とした、キャッシュ・マネジメント・シ

ステム（ＣＭＳ）取引であります。なお、グループ内の会社間で資金の貸借を随時行っているた

め、取引金額は記載しておりません。 

（注３）利息については、市場金利を勘案し決定しております。 

種類 会社名
議決権の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

経営指導料
（注１）

2,754 未払費用 252

シェアード
サービス料
（注１）

1,165 未払費用 106

グループ通算制度に
伴う通算税効果額

－ 未収入金 845

資金の預り・預け
（注２）

－
関係会社
預け金

50,385

関係会社
長期預け金

15,000

利息の受取
（注３）

176
流動資産
その他

29

親会社

セガサミー
ホールディ
ングス株式

会社

被所有
直接100%

経 営 指 導

役員の兼任
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② 子会社及び関連会社等 

 

（注）上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済条件は 

期間１年～５年、元金は期日一括返済、利息は年賦返済としております。なお、担保は受け入

れておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 会社名
議決権の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

ロイヤリティの
支払い

2,310 未払費用 2,541

賃貸料収入 29 未収入金 32

ロイヤリティの
支払い

268 未払費用 295

賃貸料収入 62 未収入金 68

ロイヤリティの
支払い

4,812 未払費用 5,293

賃貸料収入 52 未収入金 57

子会社
株式会社
ロデオ

所有
直接100%

役員の兼任

子会社
タイヨーエ
レック株式

会社

所有
直接100%

役員の兼任

子会社
株式会社
銀座

所有
直接100%

役員の兼任

関連会社
ジーグ

合同会社
所有

直接50%

役員の兼任
資金の援助
仕入先

遊技機部品
の仕入

7,171 買掛金 102

資金の貸付
（注１）

2,850
関係会社
短期貸付金

3,763

関係会社
長期貸付金

6,683

利息の受取
（注１）

94
流動資産
その他

30
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③ 役員及び個人主要株主等 

 

（注）上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）財団への寄付金の拠出額については、取締役会の承認に基づき決定しております。 

 

（２）親会社又は重要な関連会社に関する注記 

親会社情報 

セガサミーホールディングス株式会社（東京証券取引所に上場） 

 

12．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 2,171円 84銭 

１株当たり当期純利益 115 円 69銭 

 

 

種類 氏名
議決権の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

－ －役員 里見　治紀
被所有

間接1.82%

一般財団法
人 セ ガ サ
ミー文化芸
術財団理事

長

寄付金の支払
（注１）

26


